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Ⅲ 事業の概況 

１．信用事業 

（１）貯金に関する指標 

① 科目別貯金平均残高 
                                         （単位：百万円，％） 

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋通知貯金＋別段貯金 

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 

３．（ ）内は構成比です。 

 

② 定期貯金残高 
                                          （単位：百万円，％） 

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 

２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する

定期貯金 

           ３．（ ）内は構成比です。 

 

（２）貸出金等に関する指標 

① 科目別貸出金平均残高 
                                         （単位：百万円，％） 

（注）（ ）内は構成比です。 

 

② 貸出金の金利条件別内訳残高  
                                      （単位：百万円，％） 

（注）（ ）内は構成比です。 

種    類 ２０１５年度 ２０１６年度 増 減 

流 動 性 貯 金 57,152（ 16.6） 60,472（ 16.8） 3,320 

定 期 性 貯 金 286,676（ 83.4） 300,445（ 83.2） 13,769 

合    計 343,828（100.0） 360,917（100.0） 17,089 

種    類 ２０１５年度 ２０１６年度 増 減 

 定期貯金 289,607（100.0） 305,276（100.0） 15,669 

  うち固定金利定期 289,602（ 99.9） 305,272（ 99.9） 15,670 

 うち変動金利定期 5（ 0.1） 4（ 0.1） ▲1 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

手 形 貸 付 1,757（  4.3） 1,504（  4.0） ▲253 

証 書 貸 付 38,171（ 94.5） 35,485（ 94.9） ▲2,686 

当 座 貸 越 469（  1.2） 418（  1.1） ▲51 

合   計 40,397（100.0） 37,407（100.0） ▲2,990 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

固定金利貸出 31,120（ 77.2） 28,616（ 81.7） ▲2,504 

変動金利貸出 8,689（ 21.6） 5,982（ 17.1） ▲2,707 

そ の 他 502（  1.2） 426（  1.2） ▲76 

合   計 40,311（100.0） 35,024（100.0） ▲5,287 
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③ 貸出金の担保別内訳残高 
（単位：百万円） 

 

④ 債務保証の担保別内訳残高 

   該当する取引はありません。 

 

  ⑤ 貸出金の使途別内訳残高 
 （単位：百万円，％） 

（注）（ ）内は構成比です。 

 

 ⑥ 貸出金の業種別残高 
                                      （単位：百万円、％） 

（注）（ ）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

貯金・定期積金等 739 672 ▲67 

不 動 産 － － － 

そ の 他 担 保 物 3,363 2,789 ▲574 

小   計 4,102 3,461 ▲641 

農業信用基金協会保証 7,410 8,298 888 

そ の 他 保 証 － － － 

小   計 7,410 8,298 888 

信       用 28,799 23,265 ▲5,534 

合   計 40,311 35,024 ▲5,287 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

設 備 資 金 33,355（ 82.7） 33,132（ 94.6） ▲223 

運 転 資 金 6,956（ 17.3） 1,892（  5.4） ▲5,064 

合   計 40,311（100.0） 35,024（100.0） ▲5,287 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

農業 13,109（ 32.5） 12,107（ 34.6） ▲1,002 

林業 48（  0.1） 69（  0.2） 21 

水産業 16（  0.1） 11（  0.1） ▲5 

製造業 681（  1.7） 725（  2.1） 44 

鉱業 －（   －） －（   －） － 

建設・不動産業 2,021（  5.0） 2,361（  6.7） 340 

電気・ガス・熱供給水道業 188（  0.5） 301（  0.8） 113 

運輸・通信業 786（  1.9） 831（  2.4） 45 

金融・保険業 7,477（  18.5） 2,412（  6.9） ▲5,065 

卸売・小売・ｻｰﾋﾞｽ業・飲食業 6,521（ 16.2） 6,476（ 18.5） ▲45 

地方公共団体 885（  2.2） 774（  2.2） ▲111 

非営利法人 －（   －） －（   －） － 

その他 8,579（ 21.3） 8,957（ 25.5） 378 

合   計 40,311（100.0） 35,024（100.0） ▲5,287 
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⑦ 主要な農業関係の貸出金残高 

１）営農類型別                             

（単位：百万円） 

 (注)１．農業関係の貸出金とは、農業者、農事法人および農業関連団体等に対す 

     る農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係 

     する事業に必要な資金等が該当します。 

      なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等 

     に対する貸出金の残高です。 

    ２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない 

     者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。 

    ３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。 

 

２）資金種類別 

［貸出金］ 

（単位：百万円） 

 (注)１．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度 

    資金以外のものをいいます。 

   ２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するも 

    の、②地方公共団体が利子補給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、 

    ③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と 

    ②を対象としています。 

   ３．その他の制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農 

    業経営負担軽減支援資金などが該当します。 

 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

農業 310 330 20 

穀作 125 125 0 

野菜・園芸 28 24 ▲4 

果樹・果樹農業 26 19 ▲7 

工芸作物 － － － 

養豚・肉牛・酪農 － － － 

養鶏・養卵 － － － 

養蚕 － － － 

その他農業 131 162 31 

農業関連団体等 － － － 

合   計 310 330 20 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

プロパー資金 106 127 21 

農業制度資金 204 203 ▲1 

  農業近代化資金 94 108 14 

  その他制度資金 110 95 ▲15 

合   計 310 330 20 
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［受託貸付金］  

（単位：百万円、％） 

 (注) 日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金を 

いいます。 
 

⑧ リスク管理債権の状況 

                （単位：百万円） 

   (注)１．破綻先債権 
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に 

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を 
計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不 
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号のイ 
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出 
金）をいいます。 

２．延滞債権 
未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は 

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をい 
います。 

３．３ヵ月以上延滞債権 
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸 

出金で、破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。 
４．貸出条件緩和債権 

債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支 
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを 
行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当 
しないものをいいます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種   類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

日本政策金融公庫資金 － － － 

その他 － － － 

合   計 － － － 

区 分 ２０１５年度 ２０１６年度 増 減 

破綻先債権額     157   114 ▲43 
延滞債権額 1,790 1,719 ▲71 
３ヵ月以上延滞債権額 31 23 ▲8 
貸出条件緩和債権額 91 91 0 

合  計 2,069 1,947 ▲122 
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⑨ 金融再生法開示債権区分に基づく保全状況 

      （単位：百万円） 

(注) 上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」 
（平成10年法律第132号）第6条に基づき、債務者の財政状態及び経営成績等を 
基礎として、次のとおり区分したものです。なお、当ＪＡは同法の対象となっ 
ていませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲載しております。 

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら 
に準ずる債権 

２．険債権  

経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本および利息の 
回収ができない可能性の高い債権 

３．要管理債権 

３ヵ月以上延滞貸出債権および貸出条件緩和貸出債権 
４．正常債権 

債権区分 債権額 

保全額 

担保・

保証等 
引当 合計 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

２０１５年度 1,724 369 1,355 1,724 

２０１６年度 1,625 275 1,349 1,624 

危険債権 
２０１５年度 223 184 39 223 

２０１６年度 209 175 34 209 

要管理債権 
２０１５年度 122 122 0 122 

２０１６年度 114 114 0 114 

小  計 
２０１５年度 2,069 675 1,394 2,069 

２０１６年度 1,948 564 1,383 1,947 

正常債権 
２０１５年度 38,279 

   
２０１６年度 33,106 

合  計 
２０１５年度 40,348 

   
２０１６年度 35,054 
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っ
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出
債

権

対 象 債 権
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⑩  元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況 

    該当する取引はありません。 

 

⑪  貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 
      （単位：百万円） 

区 分 

２０１５年度 ２０１６年度 

期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 
目的使用 その他 目的使用 その他 

一般貸倒引当金 122 132 － 122 132 132 114 － 132 114 

個別貸倒引当金 1,501 1,404 94 1,407 1,404 1,404 1,393 2 1,402 1,393 

合  計 1,623 1,536 94 1,529 1,536 1,536 1,507 2 1,534 1,507 

 

⑫ 貸出金償却の額 
                          （単位：百万円） 

項 目 ２０１５年度 ２０１６年度 

    貸出金償却額 94 2 

 

（３）内国為替取扱実績 

（単位：件、百万円） 

種  類 
２０１５年度 ２０１６年度 

仕   向 被 仕 向 仕   向 被 仕 向 

送金・振込為替 
件 数 64,218 262,380 78,602 267,480 

金 額 44,802 51,432 36,345 62,501 

代金取立為替 
件 数 28 394 22 278 

金 額 40 200 35 192 

合 計 
件 数 64,246 262,774 78,624 267,758 

金 額 44,842 51,632 36,380 62,693 

 

（４）有価証券に関する指標 

 ① 種類別有価証券平均残高 
                                    （単位：百万円） 

種  類 ２０１５年度 ２０１６年度 増  減 

国   債 19,573 7,772 ▲11,801 

その他の証券 － － － 

合  計 19,573 7,772 ▲11,801 

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。 

 

 ② 商品有価証券種類別平均残高 

    該当する取引はありません。 
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③ 有価証券残存期間別残高 
                                   （単位：百万円） 

種  類 1年以下 
 1年超 

 3年以下 

3年超 

5年以下 

5年超 

7年以下 

7年超 

10年以下 
10年超 

期間の定めのな

いもの 
合 計 

２０１５年度 

 国   債 － － － － － 15,097 － 15,097 

その他の証券 － － － － － － － － 

合   計 － － － － － 15,097 － 15,097 

２０１６年度 

 国   債 － － － － － 8,845 － 8,845 

その他の証券 － － － － － － － － 

合   計 － － － － － 8,845 － 8,845 

 

（５）有価証券等の時価情報等 

 

［売買目的有価証券］ 

                            （単位：百万円） 

 

２０１５年度 ２０１６年度 

貸借対照表計上額 
当年度の損益に 

含まれた評価差額 
貸借対照表計上額 

当年度の損益に 

含まれた評価差額 

売買目的有価証券 － － － － 

 

［満期保有目的の債券］ 

                            （単位：百万円） 

 

２０１５年度 ２０１６年度 

貸借対照 

表計上額 

 

 

上額 

時  価 差  額 
貸借対照 

表計上額 

 

時  価 差  額 

満期保有目的 － － － － － － 
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［その他有価証券］ 

                            （単位：百万円） 

 種  類 

２０１５年度 ２０１６年度 

貸借対照 

表計上額 

 

 

上額 

取得原価 

又は償却原価 
差  額 

貸借対照 

表計上額 

 

取得原価 差  額 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を超

えるもの 

株式 － － － － － － 

債権 － － － － － － 

国債 15,097 12,673 2,424 8,845 7,598 1,247 

地方債 － － － － － － 

短期社債 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他の証券 － － － － － － 

合  計 15,097 12,673 2,424 8,845 7,598 1,247 

 



 

  

- 71 - 

２．共済取扱実績 

 

（１）長期共済新契約高・長期共済保有高 
                                                              （単位：百万円） 

種  類 
２０１５年度 ２０１６年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

生

命

総

合

共

済 

 終身共済 5,016 158,590 4,615 154,414 

 定期生命共済  10 435 8 393 

 養老生命共済 2,736 91,067 3,054 80,420 

 うちこども共済 890 17,441 1,343 17,969 

医療共済 650 11,614 353 11,042 

 がん共済 － 1,073 － 1,035 

定期医療共済 － 2,114 － 1,913 

 介護共済 465 1,255 503 1,705 

年金共済 － 70 － 50 

 建物更生共済 22,698 253,960 22,379 257,928 

合  計 31,575 520,178 30,912 508,899 

（注）金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は

死亡給付金額（付加された定期特約金額等を含む）、年金共済は付加された定期特約

金額）を表示しています。 

  

（２）医療系共済の入院共済金額保有高  
                                                                （単位：万円） 

種     類 
２０１６年度 

新契約高 保有高 

医 療 共 済 473 5,597 

が ん 共 済 94 2,353 

定 期 医 療 共 済 － 659 

合    計 567 8,609 

（注）金額は、入院共済金額を表示しています。 

 

（３）介護共済の介護共済金額保有高 
                                                                （単位：万円） 

種     類 
２０１５年度 ２０１６年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

介 護 共 済 69,629 222,377 69,209 277,655 

合    計 69,629 222,377 69,209 277,655 

（注）金額は、介護共済金額を表示しています。 
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（４）年金共済の年金保有高 
                                                               （単位：百万円） 

種     類 
２０１５年度 ２０１６年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

年 金 開 始 前 120 1,392 154 1,459 

年 金 開 始 後 － 930 － 896 

合    計 120 2,322 154 2,355 

    （注）金額は、年金年額（利率変動型年金にあっては、最低保証年額）を表示し

ています。 

 

（５）短期共済新契約高 

                                （単位：件、百万円） 

種 類 
２０１５年度 ２０１６年度 

件数 掛金 件数 掛金 

 火災共済 5,027 40 4,049 39 

 自動車共済 16,126 720 15,958 714 

 傷害共済 2,775 20 14,433 19 

 賠償責任共済 865 2 887 2 

 自賠責共済 14,486 148 6,463 149 

合  計 39,279 930 41,790 923 

  （注）１．金額は、保証金額を表示しています。 

     ２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。 

 

 

３．農業関連事業取扱実績 

（１）買取購買品（生産資材）取扱実績 
                                         （単位：百万円） 

種 類 

２０１５年度 ２０１６年度 

供給高 粗収益 供給高 粗収益 

肥  料 347 35 324 31 

農  薬 273 24 258 23 

飼  料 26 2 25 2 

そ の 他 352 44 327 38 

合  計 998 105 934 94 
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（２）受託販売品取扱実績 
                                         （単位：百万円） 

種 類 

２０１５年度 ２０１６年度 

販売高 手数料 販売高 手数料 

米 37 1 27 1 

麦・豆・雑穀 25 5 22 1 

野  菜 1,043 21 1,036 22 

果  実 476 7 412 6 

花き・花木 94 2 84 2 

畜  産  物 169 2 217 2 

合  計 1,844 38 1,798 34 

 

（３）保管事業取扱実績 
                                         （単位：百万円） 

項  目 ２０１５年度 ２０１６年度 

収   益 8 8 

費   用 5 5 

損   益 3 3 

 

（４）加工事業取扱実績 
                                         （単位：百万円） 

項  目 ２０１５年度 ２０１６年度 

収    益 40 40 

費    用 12 13 

損    益 28 27 

 

 

４．買取購買品（生活物資）取扱実績 
                                         （単位：百万円） 

種 類 
２０１５年度 ２０１６年度 

供給高 粗収益 供給高 粗収益 

日用保健雑貨 90 12 82 11 

家庭燃料 247 21 241 19 

そ の 他 42 1 62 1 

合  計 379 34 385 31 
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５．その他事業収支 
                                         （単位：百万円） 

項  目 ２０１５年度 ２０１６年度 

収   益 2,879 2,693 

費   用 2,768 2,591 

損   益 111 102 

 

 

６．指導事業 
                                         （単位：百万円） 

項  目 ２０１５年度 ２０１６年度 

収

入 

賦 課 金 － － 

指 導 補 助 金 1 1 

実 費 収 入 10 7 

 計   11 8 

支

出 

営 農 改 善 費 8 9 

生活文化改善費 4 4 

営農組織育成費 7 6 

教 育 情 報 費 9 11 

生活組織育成費 3 2 

農 政 対 策 費 1 1 

計 32 33 

差 引 損 益 ▲21 ▲25 

 

 

 

 


